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教職員の年次休暇の使用状況等調査について（依頼） 

 

 標記の件について、教育行政上の資料とするため、下記により回答をお願いします。 

 

                    記 

 

１ 調査の目的   

  令和４年の年次休暇の使用状況等について把握するため。  

 

２ 調査対象期間   

  特に指定のない限り、令和４年１月１日から令和４年１２月３１日までとします。 

 

３ 調査対象職員   

（１）対象職員 

     特に指定のない限り、調査対象期間中に在職した職員であって、学校職員の給与に

関する条例（昭和３１年埼玉県条例第３３号）に定める給料表の適用を受ける者とし

ます。 

 

（２）対象外職員 

   ３（１）の調査対象職員のうち、調査対象期間の中途に採用された者及び退職した

者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員、再任用短時間勤務職員、育

児短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員、在外教育施設派遣教師については、対象

外とします。なお、現時点で在外教育施設派遣教師であっても、調査対象期間中に対

象職員であった者については、調査対象となりますので御注意ください。 

 

（３）異動者の取扱い 

   特に指定のない限り、調査対象期間途中での異動者については、異動後の所属において、

異動前の所属分を含む全期間の使用日数を集計してください。任命権者を異にする異動につ

いても同様とします。 

 

４ 調査項目 

（１）年次休暇、夏季休暇及び職務専念義務免除(「マイリフレッシュ」のみ対象)の平均使

用日数 

  ア 年次休暇の使用状況 ・・・・・・・・・・・・・・・  表 １－１，表 １－２ 

  イ 夏季休暇の使用状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  表 ２ 

  ウ 職務専念義務免除（「マイリフレッシュ」のみ対象）の使用状況・・・・  表 ３ 

（２）年次休暇延べ使用日数が５日未満の人数・・・・・・・・・・・・・・・・ 表 ４ 

（３）永年勤続教職員に係る職務専念義務免除（いわゆる「リフレッシュ休暇」）の使用日数 ・・ 表 ５ 
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５ 提出期限等 

  (１) 提出期限 

  ア 学校→市町村教委・・・・・・・・・・市町村教育委員会が定めた日 

   イ  市町村教委→教育事務所・・・・・・・令和５年 ６月 ２日(金) 

   ウ 教育事務所→小中学校人事課・・・・・令和５年 ６月１６日(金) 

  

（２）提出方法 

  ア 学校は、市町村教育委員会が定めた期日までに、電子データで提出します。その

際、提出するエクセルファイルのファイル名及びシート名を「Ｒ５様式（○○小・

中・特支）」から適切な学校名に変更してください。 

     （＜例＞「Ｒ５様式（埼玉小）」） 

  イ 市町村教育委員会は、各学校から提出された電子データを集計票（市町村教委用）

に集計し、各教育事務所へ提出してください。 

  ウ 教育事務所は、各市町村教育委員会から提出された電子データを集計票（教育事

務所用）に集計し、小中学校人事課へ提出してください。 

 

６  記載要領 

  (１) 年次休暇、夏季休暇及び職務専念義務免除(「マイリフレッシュ」のみ対象)の使用

日数 

      ア 年次休暇の使用状況（表１－１，表１－２） 

        ・「調査対象人員」の欄には、調査対象期間の全期間を在職し、かつ、勤務実績

のあった調対象職員数を記載してください。 

        ただし、調査対象期間途中での異動者は、異動後の学校に含めてください。  

 

             例   令和4年１月    ３月（異動）４月                          １２月       

           

                      ↓                                                  

              異動前の学校での使用分も含め、全期間（１月～１２月）中に使用した    

             年次休暇の日数を異動後の学校においてカウントする。異動前の学校に    

             おいては、調査対象人員から除く。    

  

        ・「延べ使用時間」の欄は、調査対象期間において調査対象者が使用した年次休

暇の延べ時間数を記載してください。この場合、１日単位の年次休暇の取得は

７時間４５分と、半日単位の年次休暇の取得は４時間として換算してください。

また、延べ使用時間に分単位の端数が生じている場合には、当該端数を切り捨

ててください。 

        ・「平均使用日数」の欄には、延べ使用時間を調査対象人員で割った数値を日に

換算して記載されます。（数式が入力されており自動で計算されます）  

    （平均使用日数）＝（延べ使用時間）÷（調査対象人員）÷７.７５時間 

 

 

 

 

    ・上記の調査対象者に対して、令和４年１月１日に付与された年次休暇の総付与

日数（前年度からの繰り越し分を含む。）を記載してください。 

 

   イ 夏季休暇の使用状況（表２） 

        ・調査対象期間は令和４年６月１日から令和４年１０月３１日までとします。 

          「調査対象人員」は６月から１０月までの全期間を在職し、かつ、勤務実績の

あった教職員とします。「延べ使用時間」及び「平均使用日数」の欄はアと同

【例】調査対象人員が 200 人、延べ使用時間が 32,000 時間 45 分の場合 

    32,000 時間(45 分は切り捨て) ÷ 200 人 ＝ 160 時間  (１人当たりの平均使用時間） 

            160 時間 ÷ 7.75 時間 ＝ 20.6 日 



じ方法で記載してください。 

 

   ウ 職務専念義務免除（「マイリフレッシュ」のみ対象）の使用状況（表３） 

        ・調査対象期間は、令和４年５月１日から令和５年３月３１日までとします。 

    ・対象となる職務専念義務免除は、福利厚生計画実施に係るもの（「マイリフレ

ッシュ」）のみが対象となります。 

        ・「調査対象人員」の欄には、調査対象期間における全期間を在職し、かつ、勤

務実績のあった教職員数を記載してください。  

        ・「延べ使用日数」の欄には、調査対象期間において調査対象教職員が職務専念

義務を免除された日数を記載してください。 

        ・「平均使用日数」の欄には、延べ使用日数を調査対象人員で割った数値が記載

されます。（数式が入力されており自動で計算されます。）        

  

 (２) 年次休暇延べ使用日数が５日未満の人数（表４） 

    ・「調査対象人員」の欄には、調査対象期間の全期間を在職し、かつ、勤務実績

のあった調査対象職員数を記載してください。 

    ・「延べ使用日数が５日未満の人数」の欄には、調査対象期間において使用した

年次休暇の延べ日数が、５日（３８時間４５分）未満であった職員数を記載し

てください。 

 

 (３) 永年勤続教職員に係る職務専念義務免除（いわゆる「リフレッシュ休暇」）の使用

日数（表５） 

    ・調査対象期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までとします。 

    ・「調査対象人員」の欄には、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの

全期間を在職し、かつ、勤務実績のあった調査対象職員数を記載してください。 

    ・「調査対象人数」の欄には、それぞれの勤続年数に該当する者だけを入力して

ください。（全教職員数ではありません。） 

    ・有効期間を延長している職員も計上してください。 

    ・勤続年数の計算については、「勤続十年に達した教職員の職務に専念する義務

の免除について（通知）」等を参照してください。 

 

 (４)その他の留意事項 

    ・エクセルファイルのバージョンは、２００７以前のもので保存ください。 

        ・校種別の調査集計を行いますので、該当校種欄にのみ回答してください。 

     （小学校は、小学校の欄のみに記入し、他の校種欄には記入しない。）  

        ・シートは、数値を入力するセルに色が付けてあります。シートには色つきのセ

ル以外には、入力できないよう保護がかけてあります。色の付いたセルに数値

を入力するようお願いします。（シートの保護を解除しないでください）  

    ・シートやブックの形式を変更したり、セル、行、列の挿入や削除をしたりしな

いでください。 




